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A. D. Chandler， P. F. Drucker，などの研究によれば，組織の機構は戦略に
従う傾向があり，組織の効率性は，この両者の適切な整合性があってはじめて









































































CATV， POS ~ステムなど，革新的な情報技術を積極的に活用し，自らの CIS
の外延化ないしは企業問結合などによって，新たな流通シ凡テムの構築を模索





イトーヨ←カ堂グループ(以下， IY グループと略称〉 と西武流通グループ
(以下， s グループと略称)を事例としてとわあげる。なかでも， その中核


















1) R. E. Mlles & C. C. Snow， Organizational St間取'gy，StructuTe and Process. McGraw-Hill 
Inc.， 1978土屋守章・内野崇・中野工訳「戦略型経営」ダイヤモンド社，昭社158年， 9頁。
























ものであるo このシステムづ〈りは，斗てプ Y ・イレプ y ・ジャパンでの実験を
ベ スに Lておわ，ここにも，経常の手堅苦がうかがわれる。ちなみに，セブ
ン・イレブン・ジャパンは， 6日年秋，約 130億円投資して，全国265日庖舗に，
2) 林葉「ダイエー画法イト ・ヨ カ堂商法」こう書房，昭和59年， 55---66真 107~124頁。






















紙面の制約上，これら個々のグノレ プについて詳述できないが， 5S j/ルー
































δ) 椎塚武，前掲書， 18~24頁， 97~139頁。
とこでの，両武百貨問・西支の戦略と重点施粛の概要は 本書に依拠している。
























ットは， 60年6月，西武情報セ Y ターを通して，同社がこれまで保有していた
顧客データベースの 5倍の記憶容量をもっ大規模データベース(1000万人分の
顧客情報の蓄積・処理が可能〕を稼動きせ，与信隈度設定，効率的債権回収法
の割り出し， DM販促のために， シュミレーショ γや高度な統計処理を行い，
70 (70) 第 137巻第1号
新しい顧客情報システムの完成をめざしている。(日本経済新聞，昭和60年 5
月 6日〕また， 60年10月に;:i.米国デ タカード社製のカード発行機械を導入し，
流通系クレジットでは，初めてカード発行ω白社製造に踏み切り，本絡的に顧
客の開拓・固定化に乗り出している。(日経産業新聞，昭和田年10月25日〕
以上みるように， SSグノレー ずは， IYグループと異なり，事業の多角化，
セゾンカード会員の獲得に重点を置いた戦略展開といえる。このことは， POS 
Vステ人の利用形態においても，顕著な差異をみるロ
すなわち， SS ，lノレープは，関東・関西の直営・傍系を含む全屈に， POSシ
ステムを，一応，導入してはいるが， IYグノレープほど者め ζまかな受発注γ
兄テムまでには，まだ止揚していない。それよりも，顧客の開拓・組織化と，





M. E. Porter の3基本戦略 低原価戦略，差別化戦略，集中化戦略 の
概念に依拠して考察するc
(1) M. E. Porterの競争戦略からの考察






6) M. E. Porter， G加ltet出回 Strategy，The Free Press， 1980. 
土阪刈l 中辻万治，服部照夫訳. I競争の戦略」ダイヤモシド社，昭和OA年.551(，。
7) M. E. Porter，邦訳前掲書:， 20頁。
大手4、売業。競争戦略 (71) 71 
IY !lノレー プは， POS ~ノステムを，現下のところ』単品管理に限定利用 L ，
徹底した受発注業務の合理化によ"って，低コストで業界平均以上の収益を確保
L，最優位に立とうと1る戦略，すなわち， コスト.!J - :!J.~'/ ッフー戦略をとっ








































務の多様性の程度と解すれば， SS Iま垂置統合度が相対的に低<， 
GMS 






















8) M. E. Porter，邦訳前掲書， 182"-'183買h
Porterは， 戦略グルー ンとは各瞬時次元よで同じか，
クルー フであると定義している。
9) M. E. Porter，邦訳前掲言， 184-186買。
10) M. E. Porter，邦訳前掲i喜， 193""'198頁。
と多様性・個性対応型をと
大手小売業由競争戦略 (73) 73 
(D) 

























れば， IYは GMS専門度が高<，単品管理専用の POSシメ、テムによる問屋
統合士強め，コスト地位で優位に立ち，万人共通ニ ズ商品の購買層を対象と
する戦略グノレ プに， SS I土サーピス提供度， プラ y ド指向， グノレー プ.、ンナ
ジー効果による営業力に比重を置き，特定ニーズ対応商品を購買する多様な層
74 (74) 第 137巻第l号
図3J情報社会の小売業態ポジショニング
(D) ~ (A) マニず型
ノ 新専門日l
I 情報サーピス型無)川附じ 1 
1叩ザ今イ
メ /ー、 高級専門市 /\~ 


















1) この図ほ， W. K. HalI フ人 18業種にみる逆境下回生き残り戦略J (ダイヤ平ンド・ J、 パ
ド ヒジネス，昭和!i~年， 1 . 2月号〉でj 企業戦略心あり方を分析するのに用いた「競争上
の地位」の概企図に類似するともいえる。





「生活ニーズJ(ライフマネジメン「志向ーライフェ γタアィンメ Y ト志向)， 
ヨコ軸に「顧客の限定度J (一般化ーークラプ化〉をとり， 4つの象限の中に，
小売業の現在・未来を位置づけるものである。同研究所は '1990年代に向付
















12) 流通産業研究所続， ，流通産業の情報革命」日本桂済新聞批，昭和6U"t-， 205"'-'211}'t，。
13) 流通産業研究所編!前掲書， 218頁。






M. E. Porter は，低原価，差別化，集中化の 3基本戦略のうち，そのいず
れかを徹底して追求したければ窮地に立っと述べている山




















IY 7'ノレ プは， 売上高よりも収益を重視して，首都圏という特定の地域市
15) M. E. Porter，邦訳前掲書.64--68買。
Porterは， すべての業界にあてはまるわけではないがと断った上で，市場シz アー と収益性
との聞には， U字型の関慌が，一応，成り立つとして， 3基本戦略のうち， どれが当該企業にと
うて適切なのかを訣定すべきであるkする。









Lかし， IY グループの首都圏に限定Lた市場ターゲットであれ， 55 グル
プの納分化きわしたカード会員の市場ターゲットであれ，それら特定ターゲv
トが，いつまでも同じサイズであるとは限らない。また同じ訴求ポイ γ トの核











16) 伊丹敬之， i新経営戦略の論理」日本経済新聞社，昭和60年， 83--105貰。
伊丹教授によれば， rニー ズの束」とは，顧客の買うサー ピスの束に，価格が加わったもので























18) M. E. Porter，邦訳前掲書， 59~60頁。




細廿イヒ，非価格競争を使いわける必要があち， PLC cr)成長前期には， 製品差別I]{I:;が，成長後
期および停滞期には市場細骨化が有利であるとする。
。その市場細分化には，生産の論理と衝突する危険があり，それの解決策として，伊丹教授は，





20) 土原守章前掲書， 74買Lこの状態は，土屋教授がいわれる差別化された商品・サ ピスがコ
モディティイ七することであり!そ司場合，前注，伊丹教授の解決策のいずれをとる治、新たな決
定を迫られるu
























































20) R. E. MilIes & C. C. SnQw.邦訳前掲書， 41~12(ì買。
















合モデノレを提示している2830 そこでは， W目 Glueck，M. E. Porter， R. E. Mi. 
les & C. C. Snow の戦略タイプを関連づけ，安定一低原価防衛に対応する
適合 CIS として，大型コ y ピュータによる厳格な統制下での日常業務取引中
心の CIS を想定し 他方，成長一差別化ー探索に対応する CIS としては，
独立・分散的なマイクロコンピュータによる志思決定支援に比重を置いた弾力
的、ノステムを想定している。これら両極の中に，縮少ー集中化 分析を位置づ
け， CIS もその中間型と「る。紙面の制約上， これ以上の言及はできないが，
本報告での事例は，この仮説にほぼ妥当するといえる。しかし，まだまだ吟味
すべき点があり，今後より一層，研究を深化させ，稿を改めて報告する予定で
24) 今井賢一， i惰キ匝ネットワーク社会J岩波新書，昭和印年， 70頁。
25) J. C. Camillus & A. L. Lederer，“Corporate S比rategyand the Design of Cornputerized 
Information Systems，" Sloan Management Review， Vol. 26， No. 3， 1985. 35p 





ノレー プ，さ bには，ダイエ の協力が得られるなりば，本格的調査に入り，本
報告での推察の当否を確認したい。
最後に，長年，ご指導を賜った降旗先生に厚く御礼申し上げるとともに，
層のご発展とご健康をお祈り申し上げます。
〈昭和60年11月19日，脱稿〉
